
obniz Now利用規約 

第1条（本規約の目的） 

本規約は、株式会社obniz（以下「当社」という。）の提供するサービス「obniz Now」（以下「本
サービス」という。理由の如何を問わずサービスの名称又は内容が変更された場合は、当該変更

後のサービスを含む。）について定めるものとします。 

第2条（用語の定義） 

本規約においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

（1）利用契約：本規約に基づき当社と契約者との間に締結される本サービスの提供に関する契約 

（2）申込者：当社に本サービスの提供を申し込む法人、機関等 

（3）契約者：利用契約を当社と締結し、本サービスの提供を受ける法人、機関等 

（4）端末機器：本サービスを利用するために電気通信回線を経由して当社の指定サーバに接続
する端末機器であって契約者または契約者の顧客が利用するもの 

（5）ユーザID：契約者または契約者の顧客を識別するために用いられる符号 

第3条（本規約の適用） 

1　当社は、利用契約の内容に従って本サービスの提供を行い、契約者は利用契約および当社
が定める条件にてこれを利用するものとします。 

2　本サービスの詳細については、別途当社が定めるサービスの仕様に従うものとします。 

第4条（本規約の変更） 

1　当社は、民法（明治29年法律第89号）第548条の4（定型約款の変更）の規定に基づき、本規
約を変更することができます。 

2　当社は、前項の規定により本規約を変更する場合、その効力発生日を定め、効力発生日の［
14］日前までに、ウェブサイトへの掲載その他の適切な方法により、以下の事項を周知するものと
します。 



①本規約を変更する旨​
②変更後の本規約の内容​
③効力発生日 

3　契約者は、第28条の規定にかかわらず、前項の規定に従い周知をした日から効力発生日まで
の間に当社に通知することによって、利用契約を解除することができます。 

第5条（利用契約の申込み） 

1　申込者は、本規約の内容を承詰の上、当社が定める方法により、本サービス利用のための申
込みを行うものとします。利用契約は、当社が当社所定の手続によって申込みを承諾したときに

成立します。本規約は、利用契約の一部を構成します。 

2　当社は、前項の規定にかかわらず、次の場合には、その利用契約の申込みを承諾しない、あ
るいは承諾を留保することがあります。 

（1）申込者が実在しない場合 

（2）当社所定の利用申込書に虚偽の記載または記入漏れがある場合 

（3）申込者が過去に本サービスまたは当社が提供する他のサービスの代金支払いを遅延し、　ま
たは不正に免れようとしたことがある場合 

（4）本サービスの利用目的が、評価、解析その他本来の目的と異なるものであると疑われる場合 

（5）申込者またはその代表者、役員において、反社会的勢力（暴力団、暴力団員等をいう。以下、
本条において同じ。）に該当するときまたはそのおそれがあるとき 

（6）その他当社が不適当と判断する相当の理由がある場合 

3　前項に従い、当社が利用契約の申込みを承諾せず、あるいは承諾を留保する場合は、その旨
を申込者（契約者）に通知します。ただし、当社は、承諾をしなかったことあるいは承諾を留保した

ことによる責任は負いません。 

4　申込者は、反社会的勢力に該当しないことを含め第2項各号のいずれかに該当する場合は、
当社に対して、本申込みをしてはならないものとします。また、契約者は利用契約成立後も、申込

者自身及びその代表者その他の役員が、過去、現在および将来において反社会的勢力に該当し

ないことを確約するものとします。 

第6条（利用契約の期間） 

1　利用契約の契約期間は、本サービスの利用開始月（利用開始の申込みに対して当社が承諾
した月または当社と契約者との間で合意した月をいいます。）から当社と契約者とで別途定める期

間とします。 

2　利用契約の解約のためには、契約者は別途当社が指定する手続きを行う必要があるものと
し、契約者から解約の申し出のない限り利用契約の契約期間は存続するものとします。 



第7条（サービスの範囲） 

1　当社は、当社指定の条件下で、契約者が管理する端末機器から電気通信回線を経由して当
社の指定サーバに接続することにより、本サービスを利用することのできる環境を提供します。 

2　 当社は、端末機器またはネットワーク回線の不具合などが生じた場合に、本サービスの提供
を保証するものではありません。 

第8条（利用制限） 

1　本サービスは、契約者自身の用途若しくは契約者自身の顧客の用途での利用を目的として提
供されるものであり、契約者は自ら本サービスを利用し、または顧客に本サービスの一部または

全部を利用させることができるものとします。 

2　契約者および契約者の顧客による本サービスの利用は端末機器から当社指定のURLへ接続
することにより行われるものとし、別途当社が指定する場合を除き、本サービスを構成するソフト

ウェア自体をダウンロードしたり、コピーする等の方法により本サービスを構成するソフトウェアを

入手することはできません。 

3　契約者は、本サービスを顧客に利用させる場合、当該顧客に対し、本規約に定める条件を周
知し、これに従わせるものとします。 

第9条（本サービスの変更） 

当社は、本サービスの機能追加、改善を目的として、当社の裁量により本サービスの一部の追

加・変更を行うことがあります。たたし、当該追加・変更によって、変更前の本サービスのすべての

機能・性能が維持されることを保証するものではありません。 

第10条（サービスレベル） 

1　当社は、別途当社が定めるサービスレベルの基準を満たすよう、商業的に合理的な努力を
もって本サービスを提供します。 

2　前項所定のサービスレベルは、特段の記述がない限り、本サービスに関する当社の努力目標
を定めたものであり、不可抗力その他の事情により本サービスの提供が一時的に停止した場合

を含め、本サービスの提供の程度がサービスレベルを下回った場合でも、当社は損害賠償その

他いかなる責任も負わないものとします。 

第11条（ユーザIDおよびパスワード） 



1　ユーザIDおよびパスワードは、当社が定める方法および使用条件に基づいて当社が付与する
ものとします。 

2　契約者は、自らの管理責任により、自らまたは自らの顧客のユーザIDおよびパスワードを不正
使用されないよう厳格に管理するものとします。 

3　当社は、ユーザIDおよびパスワードの不正利用によって契約者または契約者の顧客に生じた
損害について責任を負いません。当社は、ユーザIDとパスワードの認証を行った後に行われた本
サービスの利用行為については、すべて契約者に帰属するものとみなすことができます。 

第12条（顧客のユーザーＩＤ） 

契約者は、自らの顧客に本サービスを利用させる場合、顧客のユーザIDの付与、および顧客によ
る本サービスの利用について責任を持ち、責任の及ぶ範囲において不正利用等が発生しないよ

うにします。 

第13条（電気通信回線） 

1 契約者または契約者の顧客が使用する端末機器から本サービスに接続する電気通信回線は、
接続する当事者の責任と費用負担において、確保、維持されるものとし、当社は一切の責任を負

いません。 

2 契約者は、当社が端末機器を提供する場合であっても、当該端末機器の携帯電話回線を利用
した接続において、当該携帯電話回線を提供する通信事業者の電波状況やサービスエリア外、
回線の輻輳、障害等により、本サービスの提供が困難または不可能となる可能性があることを認
識し、同意するものとします。これらの事象により契約者またはその顧客に生じた損害について、
当社は一切の責任を負わないものとします。 

3 当社は、当社が端末機器を提供する場合であっても、当該端末機器の携帯電話回線を利用し
た接続において、当該携帯電話回線の通信速度及び品質を保証するものではありません。 

第14条（データ管理等） 

1　当社は、契約者が本サービスの利用する契約者のデータを第10条に定めるサービスレベルに
従って取り扱うよう努めるものとします。 

2　契約者または契約者の顧客が本サービスにおいて利用するデータは、本サービスに記録、入
力または保存された日から、契約プランまたは個別の見積もりにて別途定める保存期間（以下

「保存期間」といいます。）の間、Webブラウザ上で確認が可能です。保存期間を経過したデータ
については自動的に消去されますので、契約者においてデータの保存等を定期的に行うことを推

奨します。 



3　当社は、本サービスを提供する設備等の故障等による場合であるか否かを問わず、契約者が
本サービスにおいて利用するデータが滅失または棄損した場合であっても、それが当社の故意ま

たは重大な過失により生じた場合を除き、契約者その他第三者に対して賠償等の責任を負わな

いものとします。また、この場合、当社は、データの復元の義務を負うものではありません。 

4　当社は、障害、誤操作等による減失からの復旧を目的として、契約者の入力、登録したデータ
を保存するための機能を当社の定める内容にて提供します。ただし、すべてのデータが当該機能

によって保存、復元されることを保証するものではありません。なお、当該機能によって復元をす

る場合は、当社が有償で対応します。 

5　当社は、利用契約の有効期間が期間満了その他の理由により終了した場合には、契約者およ
び契約者の顧客が本サービスで利用しているデータを消去します。この場合、再契約など、いか

なる理由においても、当社はデータの復旧は行いません。 

第15条（個人情報の管理） 

1　当社は、原則として本サービスに入力または保存されるデータに含まれる個人情報を取り扱わ
ないものとします。 

2　当社は、契約者が本サービスの利用を申し込むにあたって当社に提出する個人情報につい
て、本サービス提供の目的以外で利用しないものとし、個人情報の保護に関する法律および当社

個人情報保護方針に基づいて、紛失・破壊・改竄・漏洩等の危険から保護するための合理的な安

全管理措置を講じ、厳重に管理するものとします。 

3　当社は、本サービスの提供のため必要がなくなった前項所定の個人情報に関して、一切のコ
ピーを残すことなく、当社責任のもとで速やかに破棄するものとします。 

4　本条の規定は、利用契約が終了した後も有効に存続するものとします。 

第16条（当社による情報の管理・利用） 

1　当社は、本サービスの改良、サービスの維持管理等を目的とする統計調査のため、契約者の
本サービスの利用状況、画面・項目の利用頻度等の統計数値を利用し、あるいは統計調査に必

要な限度でこれらの情報を解析し、二次加工して活用するものとし、契約者はかかる統計調査、

二次加工活用を行うことに同意します。 

2　当社は、契約者が入力したデータ及び当社が指定するサーバとの通信に関し、善良な管理者
による注意をもって機密保持とその管理に努めるものとします。 

3　契約者は、当社が、裁判所、その他の法的な権限のある官公庁の命令等により本サービスに
関する情報の開示ないし提出を求められた場合は、かかる命令等に従って情報の開示ないし提

出をすることがあることを承諸し、かかる開示ないし提出に対して異議を述べないものとします。 



第17条（利用料金の支払方法） 

1　契約者は、利用契約が有効である期間について、本サービスの利用料金およびこれにかかる
消費税等（以下「利用料金等」という。）を支払うものとします。 

2　利用契約の契約期間において、本サービスの提供の休止、中止その他の事由により本サービ
スを利用することができない状態が生じたときであっても、契約者は、契約期間中の利用料金等

を支払うものとします。 

3　契約者は、本サービスの利用料金等を、当社からの請求書に従い当社が指定する期日までに
当社指定の金融機関に支払うものとします。なお、支払いに必要な振込手数料その他の費用は、

契約者の負担とします。 

4　前各項に定める本サービスの利用料金の支払いは、当社が当社に代理して本サービスの利
用料金を受領する第三者を指定した場合には、契約者は当該第三者に前項に準じて本サービス

の利用料金の支払いを行うものとします。 

第18条（遅延損害金） 

契約者が、本サービスの利用料金等を所定の支払期日が過ぎてもなお支払わない場合、契約者

は、所定の支払期日の翌日から支払日の前日までの日数に、年14.6%の利率で計算した金額を
遅延損害金として支払うものとします。 

第19条（委託） 

当社は本サービスの提供に関する業務の全部もしくは一部を契約者の承諾なしに、第三者に委

託することができます。ただし、その場合、当社は責任をもって委託先を管理するものとします。 

第20条（禁止行為） 

契約者は、本サービスを利用するにあたり、以下の行為を行わないものとします。 

（1）法令に達反する行為またはそのおそれがある行為 

（2）公序良俗に反する行為 

（3）他の契約者の利用を妨害する行為またはそのおそれがある行為 

（4）本サービスを構成するハードウェアまたはソフトウェアヘの不正アクセス行為、クラッキング行
為その他設備等に支障を与える等の行為 

（5）本サービスの提供を妨害する行為またはそのおそれがある行為 



（6）本サービスを構成するソフトウェアの解析、リバースエンジエアリングその他ソースコードを入
手しようとする行為 

（7）他の契約者のユーザ IDを使用する行為またはその入手を試みる行為 

（8）他の契約者のデータを閲覧、変更、改竄する行為またはそのおそれがある行為 

第21条（知的財産権） 

１　本サービスを構成する有形・無形の構成物（端末機器、ソフトウェアプログラム、デー　タベー

ス、アイコン、画像、文章マニュアル等の関連ドキュメント等を含む。）に関する著作権を含む一切

の知的財産権、その他の権利は、当社または当社に許諾した第三者に帰属します。 

２　当社は、契約者に対し、前項に規定する知的財産権その他の権利（特許第6439954号および
特許第6519765号を含みますが、これに限られません）について、契約者および契約者の顧客に
よる本サービスの利用に必要な限りにおいて、本サービスを非独占的に利用する権利を供与しま

す。なお、前項に規定する知的財産権の一部が消滅・無効となった場合でも、既にお支払いいた

だいた利用料金の返金、将来的な利用料金の減額はいたしません。 

第22条（侵害の場合の責任） 

本サービスの利用に関して、第三者から契約者に対して知的財産にかかるクレーム、その他の請

求が発生した場合　契約者はただちに当社に書面で通知するものとし、当社はその責任と負担に

おいてかかるクレーム等を処理するものとします。ただし、かかるクレーム等の発生が契約者自

身の責めに帰すべき事由に基づく場合および契約者が当社にクレーム等の発生を速やかに通知

しない等の事由により当社が適切な防御を行う機会を逸することになった場合は、この限りではあ

りません。 

第23条（自己責任の原則） 

1　契約者は、契約者および契約者の顧客（以下本条で「契約者等」といいます。）による本サービ
スの利用および本サービス内における一切の行為（情報の登録、閲覧、削除、送信等）およびそ

の結果について、一切の責任を負います。​
2　契約者は、契約者等による本サービスの利用に伴い、当該契約者等の責めに帰すべき事由で
第三者に対して損害を与えた場合、または第三者からクレーム等の請求がなされた場合、自己の

責任と費用をもって処理、解決するものとします。​
3　契約者は、契約者がその故意または過失により当社に損害を与えた場合、当社に対して、当
該損害の賠償を行うものとします。 



第24条（保証の制限） 

1　当社は、本サービスが、重要な点において、実質的に正常に提供されることを保証します。 

2　当社は、本サービスを構成する機器およびソフトウェアや契約者またはその顧客が本サービス
とともに用いる機器およびソフトウェアにバグ等の瑕疵のないことや、本サービスが契約者の特定

の利用目的に合致することを保証するものではありません。また　当社は、端末機器において他

のソフトウェア等が使用ないし併用された場合の、本サービスの正常な動作を保証するものでは

ありません。 

3　当社は、本サービスの運用において、通信回線、コンピュータ及び電子回路などの障害による
システムの中断・遅滞・中止、データの損失、データへの不正アクセスがないことを保証するもの

ではありません。その他、契約者またはその顧客若しくは第三者の責に帰すべき事由に起因する

本サービスの提供不能、不具合については当社は何らの責任も負いません。 

4　本サービスに重要な瑕疵が認められた場合における当社の責任は、商業的に合理的な範囲
内において、本サービスの修正ないし瑕疵の除去の努力をすることに限られるものとします。 

第25条（免責および損害賠償の制限） 

1　当社は、本規約の各条項に従って制限された限度においてのみ、本サービスについての責任
を負うものとします。当社は、本規約の各条項において保証しないとされている事項、責任を負わ

ないとされている事項、契約者の責任とされている事項については、一切の責任を負いません。 

2　当社は、当社の責めに帰すべき事由によって本サービスに関して契約者に損害が生じた場合
であっても、当社に故意または重過失がある場合を除いて、その賠償責任は、契約者が当社に対

して支払った過去6か月分の利用料金を上限とします。 

3　当社が責任を負う場合であっても、契約者の事業機会の損失、逸失利益、データ滅失・損壊に
よって生じた損害については、契約責任、不法行為責任その他請求の原因を問わず、いかなる賠

償責任も負いません。 

4 当社は、本サービスの提供にあたり、第三者が提供する通信インフラ、クラウドサービス、デー
タセンター等に起因して契約者に生じた損害について、一切の責任を負いません。 
5 当社が指定または推奨する他社製のセンサーや機器に関して、製造元による販売又はサポー
トの終了、性能不良、障害、互換性の喪失等が生じた場合であっても、当社は本サービスの継続
提供に責任を負わないものとします。また、契約者は、かかる事象を理由として、利用契約を終了
させることはできず、当社に対する本サービスの利用料金の支払いを拒むことはできないものとし
ます。 
6 契約者が、本規約のいずれかの条項に違反して当社に損害（弁護士費用も含みます）を発生さ
せたときは、これを賠償する責任を負います。 

第26条（本サービスの休止） 



1　当社は、定時にまたは必要に応じて、保守作業のために、本サービスを一時的に休止すること
ができるものとします。 

2　当社は、保守作業を行う場合には、事前に契約者に対してその旨を通知するものとします。た
たし、緊急の場合には、事前の通知をすることなく本サービスを休止し、事後速やかに契約者に

通知するものとします。 

3　第1項に定めるほか、当社は、第三者による妨害行為等により本サービスの継続が契約者に
重大な支障を与えるおそれがあると判断される場合、その他やむを得ない事由がある場合にも、

本サービスを一時的に休止することができるものとします。 

4　当社は、本条に基づいてなされた本サービスの休止によって契約者に生じた不利益、損害に
ついて責任を負いません。 

第27条（本サービスの廃止） 

1　当社は、本サービスの一部または全部を何時でも廃止できる権利を有します。 

2　本サービスの一部または全部を廃止する場合、当社は廃止する3か月以上前を目標として、最
低限1週間前には当該サービスの契約者に対して通知を行います。 

3　当社が予期し得ない事由または法令・規則の制定・改廃、天災等のやむを得ない事由で、
サービスを廃止する場合において1週間以上前の通知が不能な場合であっても、当社は可能な
限り速やかに契約者に対して通知を行います。 

4　本条に定める手続に従って通知がなされたときは、当社は本サービスの廃止の結果について
何ら責任を負いません。 

第28条（契約者が行う解除） 

1　契約者は、第6条第1項に定める期間は、利用契約を解除することができません。 

2　契約者は、第6条第2項によって延長された利用契約の期間内に、契約者の都合により利用契
約を解除しようとする場合は、解除しようとする日の1週間までに当社の指定する方法により、そ
の旨を当社に通知するものとします。 

第29条（当社が行う解除） 

1　当社は、申込者または契約者が次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、契約者へ
の催告を要することなく利用契約の全部もしくは一部を解除することができるものとします。 

（1）当社の事業に支障を与える行為を行った場合 



（2）重要な財産に対する差押、仮差押、仮処分、租税滞納処分、その他公権力の処分を受け、ま
たは破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始もしくは特別清算開始の申立てが行

われた場合 

（3）解散もしくは事業の全部を譲渡し、またはその決議がなされた場合 

（4）自ら振り出しもしくは引き受けた手形または小切手が不渡りとなる等支払停止状態に至った
場合 

（5）監督官庁から営業停止、または営業免許もしくは営業登録の取消しの処分を受けた場合 

（6）第5条第2項各号に掲げる事由の一つがある場合 

（7）第5条第4項に違反すると当社が判断した場合 

2　当社は、契約者が利用契約等に違反し、または契約者の責めに帰すべき事由によって本サー
ビスの提供を継続し難い重大な事由が発生し（以下「違反等」という。）、当該違反等について、電

子メールまたは書面による催告をしたにもかかわらず14日以内にこれを是正しないときは、利用
契約の全部もしくは一部を解除することができるものとします。 

第30条（契約終了後の処理） 

1　契約者は、理由の如何を問わず利用契約が終了した場合、ただちに本サービスの利用を終了
し、以後、本サービスを利用することはできません。 

2　当社は、理由の如何を問わず利用契約が終了した場合、本サービスに格納された一切のデー
タを当社の責任で消去するものとします。 

3　当社は、本条に基づいてデータを消去したことによって契約者に生じた損害を賠償する義務を
負わないものとします。　 

第31条（通知） 

本サービスに関する通知その他本規約に定める当社から契約者に対する通知は、電子メールに

よる方法その他当社の定める方法によって行うものとします。通知は、当社からの発信によってそ

の効力が生ずるものとします。 

第32条（権利義務譲渡の禁止） 

契約者は、利用契約の契約上の地位を第三者に承継させ、または利用契約に基づく権利義務の

全部または一部を第三者に譲渡し、承継させ、または担保に供してはならないものとします。 



第33条（不可抗力） 

当社は、天災、法令・規則の制定・改廃、その他の不可抗力によって本サービスの履行が妨げら

れた場合には、利用契約その他の一切の規定にかかわらず、かかる不可抗力によって契約者に

生じた損害について一切の責任を負担しません。 

第34条（協議） 

本規約の解釈について両当事者間に異議、疑義が生じた場合、または本規約に定めのない事項

が生じた場合、誠実に協議し、円満にその解決を図るものとします。 

第35条（準拠法および裁判管轄） 

利用契約に関する事項については、日本法を準拠法とし、東京地方裁判所を第一審の専属的合

意管轄裁判所とします。 

 

2022年10月27日　制定 

2025年09月19日　改定 

 


